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公立大学法人青森県立保健大学の利益処分承認の考え方について 
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経営努力により生じた額かどうか。
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目的積立金 積立金
次年度以降、中期計画で定める

使途に充当可能

（地独法第40条第3項）

損失補てん以外には充当不可

（地独法第40条第1項）

（中期目標期間終了後）

目的積立金の残額を積立金に

振替
積立金

中期目標期間終了後、原則として県に返還。

ただし、知事の承認があれば、次期中期目

標期間に繰越可能。

 

２ 経営努力の具体的な取扱いについて 

（１）自己収入から生じた利益 

経営努力を認定→目的積立金 

（２）運営費交付金収益から業務効率化等によって生じた利益 

原則として経営努力を認定→目的積立金 

例外 

学部並びに修士及び博士課程の学生収容定員の合計の充足率が９０％を下回った場

合、未充足学生分の教育経費相当額分を積立金に整理し、中期目標期間終了時に県に返

還する。 

－考え方－ 

① 教育研究という大学の業務の特性上、事業を予定どおり行えば収支が均衡するも

のであることから、予定どおり事業を行った結果、剰余金が発生した場合は、法人

の業務効率化等に起因すると考えることが妥当である。具体的には、客観的指標で

ある学生収容定員を在籍者が満たしていることをもって、行うべき事業を行ったと

判断する。 
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② 地方独立行政法人制度において、利益処分の承認は、経営努力のインセンティブ

を法人に与えるための仕組みであり、基準が厳格すぎると法人へ二重の業務効率化

を課すことにもなり、経営改善や増収へのインセンティブが損なわれる可能性があ

る。また、本県における運営費交付金算定に当たっては、プロパー職員人件費や物

件費に対し効率化係数を課して業務効率化を先取りしており、自己収入についても

将来の経営改善分や増収分を先取りしているものである。 

 

 

【地方独立行政法人法】 

（利益及び損失の処理等）  

第４０条  地方独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において利益を生じたとき

は、前事業年度から繰り越した損失をうめ、なお残余があるときは、その残余の額

は、積立金として整理しなければならない。ただし、第３項の規定により同項の使

途に充てる場合は、この限りでない。 

２ 地方独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において損失を生じたときは、前項

の規定による積立金を減額して整理し、なお不足があるときは、その不足額は、繰

越欠損金として整理しなければならない。 

３ 地方独立行政法人は、毎事業年度、第１項に規定する残余があるときは、設立団

体の長の承認を受けて、その残余の額の全部又は一部を翌事業年度に係る認可中期

計画の第２６条第２項第６号の剰余金の使途に充てることができる。 

４～７ 略 
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